
川崎市の財政を考える
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地方議会の2つの役割

1 予算の決定

税金（公金）の使途や集め方についての予算を決定する

2 価値（大切なもの）の発展

地域社会の発展のあり方を話し合って決める

ex.基本的人権、平和、環境、文化、健康、美、生物的・
社会的弱者の包摂、ダイバーシティの尊重、人と人の
繋がり、etc.
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議会の役割
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広義のコンプライアンス

狭議のコンプライアンス

予
算

価
値

（相互作用）



自治体財政のルールはたった一つ：赤字にしない

自治体は赤字予算を組むことが認められていない（自治体は「消費者
ローン」を借りられない）

赤字にしないことだけを守れば、財政をどこへ支出するのかはすべて
優先順位（好み）の問題（家計と全く同じである）
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財政の知識を活用して、それぞれ
の立場から議会で取り組むことが

何よりも大切



主な一般財源

出所）総務省

地方財政の歳入の内訳（令和4年度決算）

主な特定財源
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川崎市の歳入の内訳（令和5年度決算
見込み）
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※地方交付税（普通交付税）がない＝不交付団体
出所）川崎市



家計で理解する財政（歳入編）

息子夫婦世帯（自治体）

夫（サラリーマン）、妻、子供３人（大学生、高校
生、中学生）

夫の両親世帯（国）

祖父、祖母
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自治体の歳入（家計による理解）
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一般財源と特定財源
一般財源（≒標準財政規模）

自治体が自分で使途を決めることができる財源
（地方税、地方交付税等）

特定財源

使途が限定されている財源（国庫支出金、地方債
等）

※とにかく重要なのが「一般財源」
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なぜ一般財源が重要なのか
自治体がやりたい施策を実行できる

一般財源が少なければ、特定財源（国庫支出金、
地方債等）が入ってこない

自治体の財政指標のすべてが一般財源との関係
で判断される

ex.経常収支比率、健全化判断比率（実質赤字
比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、
将来負担比率）など
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地方税
基本的税目と課税自主権

11



地方税の中身（川崎市）
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市町村全体（令和4年度） 川崎市（令和5年度決算見込み）

出所）総務省・川崎市



川崎市の市税の推移
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出所）川崎市



課税自主権
超過課税と軽減課税（税率）

・超過課税・・・標準税率を引き上げる

・軽減課税・・・標準税率を引き下げる

法定税と法定外税

・法定税・・・地方税法に規定されている税

・法定外税・・・自治体が独自に課税する税
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出所）総務省



地方交付税
臨時財政対策債もセットで理解する
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地方交付税（普通交付税）はペットボト
ルに注ぎ込まれるお茶で覚える
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地方交付税の実際の制度
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付
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川崎市の地方交付税の推移

19

出所）川崎市



一般財源の総額はペットボトル分＋留保財源
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不交付団体（川崎市）の一般財源の総額はケース
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交付団体の税収は多いほうが良い理由
（その訳は留保財源にある）
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不交付団体（川崎市）は税収増が100％
一般財源の増加になる
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川崎市（不交付団体）に不利なふるさと納税
ふるさと納税は、自治体会計においては住民税収の減少と寄附金収入として認識される
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出所）財務省

交付団体のケースでは、ふるさと納税の流出分の75％は交付税措置で補てんされる



川崎市（不交付団体）に不利なふるさと納税
ふるさと納税は、自治体会計においては住民税収の減少と寄附金収入として認識される
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出所）財務省資料より作成

不交付団体のケースでは、ふるさと納税が流出した後も基準財政収入額が基準財政
需要額を上回っていれば、交付税措置による地方交付税の配分はない

基準財政需要額

基準財政収入額

（
水
準
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分

水準超過分
の減収



川崎市のふるさと納税
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出所）川崎市



国庫支出金（いわゆる補助金）
最も単純な歳入項目
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国庫支出金（補助金）
自治体の一般財源

（地方税・地方交付税等）

事業費全体

50％
（補助率）

50％

国庫支出金（補助金）の基本的な仕組み
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地方債
住宅ローンとまったく同じ
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地方債は住宅ローンと瓜二つ
借金は決して悪いことではない

地方債で債務が増えること自体は問題ではない

私たちはなぜ住宅ローンを借りて、家を建てるのか？

・住宅（施設）からのサービスが早く発生する

・時間経過にともなう負担の公平さが保たれる

落とし穴も住宅ローンと同じ（負担感がない）

・ムダなものを買う

・身の丈に合わない借金をする

住宅ローン（通常債）と消費者ローン（特例債）は違う
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地方債
自治体の一般財源

（地方税・地方交付税
等）

事業費全体

70％
（充当率）

30％

地方債の基本的な仕組み
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自治体の一般財
源（地方税・地方

交付税等）

事業費全体

50％
（補助率）

35％
（充当率）

15％

国庫支出金
（補助金）

地方債

国庫支出金と地方債の組み合わせ
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公共施設等適正管理推進事業債の仕組み

後年度の交付税措置50％

地方債90％ 一般財源10％

実際の自治体の負担分55％

＜充当率90％、措置率50％のケース＞

国の負担分45％

※国庫補助事業の場合には、国庫支出金を補完する財源措置として機能
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公共施設等適正管理推進事業債
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出所）総務省
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こども・子育て支援事業債（仮称）の創設

出所）総務省



不交付団体（川崎市）は交付税措置も対象外
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歳出
目的別歳出と性質別歳出の二つの見方
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歳出の原則
「収入の範囲で最大の福祉を実現する」（自治体は借金できる範囲が
制限されている上に、国の財政統制制度に服さなければならない）

具体的な要件は２つ

1 住民のニーズに合った事業を行っている

ex.住民が必要とする福祉サービスが足りない一方で、建てた公
共施設が誰にも使われない

2 費用が最も少ない

ex.まったく同じサービスをやっているのに、一方は１時間で済ん
でいるのに対して、他方は５時間もかかっている
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歳出は目的別歳出と性質別歳出の２つ
目的別歳出（目的別経費）

教育のために使われたのか、福祉のために使われたの
かなど、行政目的ごとに歳出を分類したもの（歳出項目
をみれば即時的に理解できるわかりやすい分類）

性質別歳出（性質別経費）

給与に使われたのか、建設に使われたのかなど、経費
の経済的な性質ごとに歳出を分類したもの（ほとんどの
歳出項目はわかりやすいものであるが、一部に重要か
つわかりにくいものが含まれている分類）

※自治体財政の分析にとっては、性質別歳出の方が重要
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目的別歳出と性質別歳出

出所）総務省



目的別歳出の説明
〇議会費
議会活動に要する経費

〇総務費
人事、企画、統計、徴税、選挙などに要する経費

〇民生費
福祉に要する経費で、生活保護、児童福祉、高齢者福祉、障害者福祉などへの支出

〇衛生費
廃棄物処理、環境対策、保健事業、病院事業、水道事業などの公衆衛生に要する経費

〇農林水産業費
農業、林業、水産業、畜産業などに要する経費

〇商工費
商業・工業などの産業振興や観光振興に要する経費

〇土木費

インフラ整備に要する経費で、道路・橋梁、公園、下水道、区画整理、河川、公営住宅など
への支出

〇消防費
消防活動や防災事業に要する経費

〇教育費
学校教育、生涯学習、スポーツ・文化振興などに要する経費

〇公債費
地方債の元利償還金と一時借入金の利息の支払いに要する経費
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性質別歳出の説明
〇人件費
自治体職員の給与や退職金、議員報酬に要する経費

〇扶助費
社会保障に必要な支出のうち、主に現金で支給するための経費

〇公債費
地方債の元利償還金と一時借入金の利息の支払いに要する経費

〇物件費
主に物品・サービスの購入に係る経費（民間への委託料が含まれる）

〇維持補修費
インフラや公共施設の維持補修に要する経費

〇補助費等

他の団体などに補助するための経費（一部事務組合や公営企業への支出も含
まれる）

〇繰出金
国民健康保険事業や介護保険事業などの特別会計へ支出する経費

〇投資・出資金・貸付金
公営企業や民間企業への投資・出資・貸付による支出

〇投資的経費（普通建設事業費）
インフラや公共施設などの建設や改修に要する経費

義務的経費
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川崎市の目的別・性質別歳出（決算カード）
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川崎市の目的別歳出
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出所）川崎市



川崎市の性質別歳出（決算カード）
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川崎市の性質別歳出
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出所）川崎市



歳出をみる場合の注意点（総論）
各歳出項目の大きさだけを見ず、その中に含まれる一般財源の負担分
をみる

・それぞれの歳出項目はいくつかの財源（地方税、地方交付税、国
庫支出金（補助金）、地方債、使用料・手数料など）によって賄われ
ている。自治体にとっての本当の負担は一般財源（地方税と地方
交付税）のみであるから、その歳出項目に支出されている一般財
源の大きさをみる

・地方債が財源として多い場合は、その元利償還金（公債費）が将
来の自治体の一般財源の負担になることに注意する

建設費（投資的経費）はその後の維持管理がすべて自治体の一般財
源の負担で賄わなければならないことに注意する

公共施設やインフラの建設の経費は主に地方債と国庫支出金で賄
われるが、完成後の維持管理経費は一般財源の負担となる
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歳出をみる場合の注意点（各論）
目的別歳出

各項目には建設費（投資的経費）が含まれているため、経費の大き
さだけから事業規模を判断してはならない（事業規模が大きいからと
いって、サービス水準が高いとはかぎらない）

性質別歳出

・人件費と物件費（その６割は委託料）はセットで捉えることで、一般
会計における実質的な人件費の大きさをみないといけない

・繰出金と補助費等は、公営事業や一部事務組合等への支出であ
ることから、一般会計とこれらの各会計との関係に注意する

・性質別歳出の費目ごとに経常収支比率が示されているため、経常
収支比率の問題を考える場合には性質別歳出の各費目の占める
割合に着目する
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自治体財政の全体像

公営事業（公営企業を除く）
Ex.介護保険事業、国民健康保険事業、etc.

一般会計
（ほぼ普通会計）

公営事業（公営企業）
Ex.上水道事業、下水道事業、病院事業、交通事業、

etc.

（特別会計）

地方公社・第三セクター等
Ex.土地開発公社、健康振興財団、観光振興株式会社、etc.

補助費等、
（投資・出資・貸付金）

繰出金

補助費等、（投資・出資・貸付金）

補助費等

一
部
事
務
組
合
、
広
域
連
合
、etc.
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「財政破綻」「財政危機」とは何か

自治体財政が最も避けないとならない事態：赤字＝財政破綻

赤字＝歳入＜歳出

財政を見るときのポイント：「このまま進めば財政が赤字に陥らないか」

ポイントは、歳入には基金からの繰入金が含まれていること

基金が底をつけば、自治体は財政破綻する

赤字へ向かっている

財政危機
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自治体の黒字には2種類ある

51

歳出

歳入

収入

黒字

歳出

基金
埋め合わせ

歳入

（黒字）

収入

取崩し

普通の黒字のケース 基金の取崩しによる黒字のケース

＝



基金の種類は３つ
財政調整基金

年度間の財源調整のための基金（＝普通預金）

減債基金

地方債の償還を計画的に行うための基金

特定目的基金

その他の特定の目的のために設置される基金（＝住宅
建設のための頭金貯蓄や学資保険のようなもの）
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新居浜市の財政調整基金
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出所）『読売新聞』2024年3月15日
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地方交付税
970億円

法定税等の約75％（基準財政収入額）
2,475億円

（市民税、固定資産税など）

法定税等の約
25％（留保財

源）
547億円

独自の財源
677億円

※超過課税、
法定外税、基
金繰入、土地
売却など

全国共通の施策に要する経費（基準財政需要額）
3,445億円

不足する
財源

236億円

独自性が強い施策の経費
1,460億円

※福祉・教育の充実、交付税措置のな
い公債費、人件費など

特別の財源対策

公債費
420億
円

人件費
410億
円

その他の独自施策
630億円＜歳出＞

＜歳入＞

京都市の財政構造（2021年度予算）

出所）京都市（2021）『行財政改革計画 2021-2025』4ページより作成。
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京都市の公債償還基金の計画外の取崩しの
推移

出所）京都市
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京都市の将来の満期一括償還のため
の公債償還基金の取崩し見込み

出所）京都市
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2,507
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川崎市の減債基金の積立状況

年度

川崎市「減債基金の積立はルールどおり行っているが、財源対策とし
て減債基金から借入を行っていることにより積立不足が生じている。

財政危機が進まないために、議会としてもチェックが必要
出所）川崎市・総務省

59



参考文献（本セミナーの復習
のために）

60


